別　表１
1． 年次有給休暇については、１年につき１２回の付与を基本とし、下表のとおり付与する。

	継続勤務

年　　数
	１年

未満
	１年

以上
	２年
	３年
	４年
	５年
	６年

以上

	休暇日数
	１２

回
	１２


	１２


	１４


	１６


	１８


	２０




※　　継続勤務年数は４月１日現在で算定し，満年数とする。
２．新たに宿日直専門員として雇用された者の、その年における年次有給休暇については下表のとおり

付与する。
	新たに宿日直専門員となった日の属する月
	休　　暇　　回　　数

	４～９月
	１２回

	１０月
	１０回

	１１月
	　８回

	１２月
	　７回

	１月
	　５回

	　　２月
	３回

	　　３月
	　２回


別　表２
①　宿日直専門員が伝染病予防法の規定による交通しゃ断又は隔離により出勤できない場合
②　宿日直専門員が風水害、震災、火災その他の非常災害による交通しゃ断により出勤できない場合
3 風水害、出勤できない火災その他の非常災害により宿日直専門員の現住居が滅失し、又は損壊した場合
④　その他交通機関の事故等の不可抗力の事故により出勤できない場合
5 宿日直専門員が選挙権その他公民として権利を行使する場合

6 宿日直専門員が裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、地方公共団体の議会、裁判所、人事委員会その他官公署へ出頭する場合
7 忌引の場合

8 子の看護休暇を取得した場合
9 短期介護休暇を取得した場合
10 夏季特別休暇を取得した場合
11 市長が別に定める場合
